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431.9 453.5 476.2 500
388.8 408.2 428.6 450
























10,000.0 10,000.0 10,000.0 10,000
9,864.0 9,907.1 9,952.4 10,000




















































































借方 貸方 借方 貸方
発行時 現 金 9,864 社 債 9,864 現 金 9,864 社 債 9,864
社債発行差金 136 社 債 136
1期末 社債利息 450 現 金 450 社債利息 450 現 金 450
社債発行差金償却 43.1 社債発行差金 43.1 社債利息 43.1 社 債 43.1
2期末 社債利息 450 現 金 450 社債利息 450 現 金 450
社債発行差金償却 45.3 社債発行差金 45.3 社債利息 45.3 社 債 45.3
3期末 社債利息 450 現 金 450 社債利息 450 現 金 450
社債発行差金償却 47.6 社債発行差金 47.6 社債利息 47.6 社 債 47.6






































































借方 貸方 借方 貸方
発行時 貸 付 金 9,864 現 金 9,864 貸 付 金 9,864 現 金 9,864
損 失 136 現 金 136 損 失 136 現 金 136
貸 付 金 136 貸倒引当金 136
1期末 現 金 450 受 取 利 息 450 現 金 450 受 取 利 息 450
貸誰引当金 43.1 貸誰引当金戻入 43.1 貸 付 金 43.1 受 取 利 息 43.1
2期末 現 金 450 受 取 利 息 450 現 金 450 受 取 利 息 450
貸誰引当金 45.3 貸誰引当金戻入 45.3 貸 付 金 45.3 受 取 利 息 45.3
3期末 現 金 450 受 取 利 息 450 現 金 450 受 取 利 息 450
貸倒引当金 47.6 貸倒引当金戻入 47.6 貸 付 金 47.6 受 取 利 息 47.6
















































































































発行時 現 金 9,864 社 債 9,864
社債発行費 136 社 債 136
1期末 社 債 利 息 450 現 金 450
社債発行費償却 43.1 社債発行費 43.1
2期末 社 債 利 息 450 現 金 450
社債発行費償却 45.3 社債発行費 45.3
3期末 社 債 利 息 450 現 金 450
社債発行費償却 47.6 社債発行費 47.6





































発行時 現 金 9,864 社 債 9,864
社債発行費 100 社 債 100
1期末 社 債 利 息 450 現 金 450
社債発行費償却 31.8 社債発行費 31.8
社 債 利 息 11.4 社 債 11.4
2期末 社 債 利 息 450 現 金 450
社債発行費償却 33.4 社債発行費 33.4
社 債 利 息 12.0 社 債 12.0
3期末 社 債 利 息 450 現 金 450
社債発行費償却 35.0 社債発行費 35.0
社 債 利 息 12.6 社 債 12.6
社 債 10,000 現 金 10,000
（出所） 筆者作成
いということはできないので，直接調整を選択することはできない。処理を統一した方が分かり
やすいという観点が許されるならば，取得原価というか支出原価という原則は崩れてしまうが，
社債発行差金という評価勘定があった方がよいということになる。
しかしここでは，これ以上に，評価勘定があった方がよいとおもわれることがある。それは，
社債発行費との按分計算の意味がわかりやすくなるのではないかということである。発行時の仕
訳をしてみると，借方が，現金9,864万円，社債発行費100万円，社債発行差金36万円で，貸
方が，社債9,864万円，社債100万円，社債36万円である。1年後の計算はつぎのようにできる。
この発行時の現在価値の額9,864万円に実行利子率5％をかけて利息が493.2万円と計算され
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図表8 社債発行費の発行時から1期末のイメージ図
（出所） 筆者作成
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る。券面額に契約利率4.5％が乗ぜられて社債購入者に支払う分の利息が450万円と計算される。
その差額が43.2万円と計算される。
この差額43.2万円が，発行時に計上されてあきらかになっている社債発行費100万円と社債
発行差金36万円とを基準にして按分される。この，計上されてあきらかになっているというこ
とがわかりやすいということである（図表8右側参照）。
一応，2年末の按分基準となる1期末の各勘定の未償却残高を見ておく。1年末の社債発行費
の未償却残高は，発行時の残高100万円－43.2万円×（100万円／136万円）と計算される。100
万円で括ると，100万円×｛1－43.2万円×（1／136万円）｝となる。他方，1年末の社債発行差金
の未償却残高は，発行時の残高36万円－43.2万円×（36万円／136万円）と計算される。36万
円で括ると，36万円×｛1－43.2万円×（1／136万円）｝となる。双方1年末の未償却残高比率は，
｛1－43.2万円×（1／136万円）｝が共通であるので，100対36となる。発行時の比率と同じにな
る（6）。つまり，評価勘定として計上されてあきらかになっていることがこの按分計算を分かりや
すくしていると考えられる。
また，キャッシュフロー見積法による貸倒引当金との処理という点での共通性も確保されるた
め，評価勘定はあった方がよいのではないかと考える。
Ⅵ むすびにかえて
本小論では，評価勘定，なかでも，キャッシュフローを割引率で割り引いて算定される現在価
値の額と，キャッシュフローを発生させる元本の額面額との差を表すものについて考えた。具体
的には，社債に対しての社債発行差金と，金銭債権に対してのキャッシュフロー見積法による貸
倒引当金である。社債発行差金は現在制度上使用されていないが，醍醐 聡教授の，キャッシュ
フローの観点からの考察が評価勘定の本質をあきらかにしているとおもわれたので，あえて紹介
することにした。
これをもとに，貸倒引当金を考察した。金利の条件緩和を受諾することで棄損する金銭債権に
貸倒引当金を設定するのであるが，その考察はあとにまわし，まず，本小論では，棄損した時点
で損失処理をしてしまって，金銭債権を現在価値の額まで直接減額させて，そこから貸付期間終
了時点に券面額となるように調整していくという方法をとれば，キャッシュの収支は逆であるが，
評価勘定つまり社債発行差金勘定を使用しない現行の社債の処理とまったく同じであると述べた。
そのことを踏まえた上で，金銭債権は取得原価ここでは券面額で表示されていなければならな
いと考えるならば，金銭債権を損失処理で直接減額させたその分を再度金銭債権に補充しなけれ
ばならないが，そのときに評価勘定としての貸倒引当金が必要になると述べた。この場合の貸倒
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引当金は，社債発行差金と同様な役割となり，社債発行差金勘定が存在していた以前の社債の処
理と全く同じであるとした。
本小論では間接的というわかりにくさの点から，一旦，評価勘定を使用しない方がよいと結論
づけた。しかし，社債発行費という繰延資産の処理というものを考えると，評価勘定を使用した
方がよいと結論づけた。
今後もキャッシュフローの現在価値という観点から考察を続ける必要があろう。
現在価値を使用する資産除去債務とそれに対応する資産についても，社債発行費と同質なよう
な気がするので見てみたかったが，紙面の関係で，言及できなかった。次回の課題としたい。
（1） 設例では，発行時ではなく，1年後の評価である。当然に，貸付金の減少であって現金の減少では
ない。しかし，説明上あえて現金の減少とした。
（2） 発行時，貸方の社債は合計10,000で示さねばならないが，現在価値の額と同額の部分と調整額の
部分という意味で分解している。以降の仕訳例でもそのように表示している。
（3）「貸倒引当金を使用する場合」の「発行時」の仕訳は，上記の注（1）を参照されたい。
（4） 利息法を採用した社債発行費の償却の計算例があまり見当たらない。桜井久勝教授による紹介が参
考になる（桜井，2017年，p.212）。
（5） 按分基準については下記の注（6）を参照されたい。
（6） 前期末の双方の未償却残高を按分基準にして，前期末の「実質上」の社債額つまり現在価値の額に
実効税率を乗じて算出された額から契約上の利息を差し引いた額，これを按分することが，本来であ
る。しかし，双方の未償却残高は小数点以下の処理がなされた後の結果であるので，やや不正確な額
といえる。先にみたように，比率は発行時と同じなので発行時の残高比率100対36で按分した方が
よいといえる。そのため，評価勘定としての社債発行差金がない場合の方の按分基準を，100対36
としている。
企業会計基準委員会，「実務対応報告第19号『繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い』（改正）」2010
年（中央経済社編『企業会計小六法』（2011年版）中央経済社，2011年，pp.579585.）所収
桜井久勝『財務務会計講義』（第18版）中央経済社，2017年
醍醐 聡『会計学講義』（第3版）東京大学出版会，2004年
（提出日 2017年9月30日）
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